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研究成果の概要（和文）：集落での生活の結合度の高さが、機械・土地結合の高さにつながっ
ている。標準経営規模の上昇により、米･麦･大豆作において機械結合が集落の領域を超えるこ
とが合理的な経営選択となり、集落を越えた営農組織が形成されてきている。もって、遊休地
の解消を含め、農地の高度利用を実現している。直接支払制度がこれを促進し、機械結合での
集落の領域を超えた法人化が進行してきていることが、本研究により明らかにされた。 
 
研究成果の概要（英文）：High degree of the life union at the community leads to high degree 

of machine, land union. By the rising trend in standard management scale, making machine 

union across the domain of the community becomes the rational management choice in rice, 

wheat, soybeans. The farming organizations across the community have been formed. Thereby, 

including cancellation of the unused land, the high use of the farmland is realized. This 

study clarified that a direct payment system promoted the formation of the agricultural 

production corporation beyond the domain of the community in the machine union. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 水田経営所得安定対策などの直接支払
い政策への転換に伴い集落営農組織や農業
生産法人に関する研究成果が多く発表され

てきていた。そこでは、内発的な地域農業の
再構成主体の一つに集落営農が位置づけて
られていた。 
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(2) しかし、それがどのような組織形態で集
落型生産法人として再編強化されうるか、そ
の見通しはまだ確定していなかった。経営安
定対策などの直接支払い制度が集落営農組
織の形成と再編に大きな効果をあげてきて
いることが明らかになりつつあり、政策効果
を実証的に検証することが求められていた。 
 
２．研究の目的 
(1) 直接支払い制度への転換により集落営
農組織の形成が促進され、一部において水田
の高度利用も実現している。政策要件として
集落営農組織には法人化が求められている
が、一集落内の法人化は様々な制約があるこ
とがわかってきた。そのため集落の領域を超
えた営農組織の法人化が進みつつある。 
 
(2) しかしながら、集落を超えた組織調整は
必ずしも容易ではない。そこでここでは営農
組織が集落の領域を超えて再編される条件
を、ムラの論理と経営の論理の複眼的視点か
ら考察する。同時に、直接支払いが、集落の
領域を超えた農業生産法人の形成と水田高
度利用にいかなる役割を果たしうるかを検
証する。 
 
３．研究の方法 
(1) 集落営農組織の類型ごとに、集落構造と
の関連で法人化への展開論理を明確化し、直
接支払制度の政策効果を検証する。 
 
(2) 第一に農業センサス、同集落カード、集
落営農実態調査結果等のデータの統計分析
から、集落構造と集落営農の類型、及びその
法人化傾向などの関連性を明確化する。 

第二に、集落営農の類型ごとに、単一集落
及び複数集落で農業生産法人化するメカニ
ズムを実証研究により明確化する。 
 
(3) 対象とする地域は、ぐるみ型の集落営農
が多い「西日本型」の事例として広島・京都・
岐阜の集落営農を、また個別経営の性格が残
存する「東日本型」の事例として、宮城・福
島・栃木の集落営農を対象として研究を行っ
た。集落営農に関わる各種統計の分析を行い、
典型的組織を数事例選定して実証研究を実
施した。 
 
４．研究成果 
(1) この間の米価の低下は分解基軸・標準経
営を上昇させ、中間層のリタイアを促進した。
分散する圃場の集積は個別経営では制約が
あり、集落での対応が余儀なくされた。 

集落営農は上向展開をはかる経営が微弱
で、土地利用型の担い手が不足する地域にお
いて主として展開している。それは集落を基
礎としたより効率的・効果的に農地を守る活

動である。グローバリゼーションの進行で米
価が低落し、標準経営が引き上げられ、土地
利用型の担い手が不足する地域が広がるな
かで、集落営農も広がりを見せている。まさ
に、集落営農は、「グローバリゼーション時
代の定住条件の危機に瀕した「むら」の生産
組織」であると言える。 

 
(2) 水田転作物の集団的対応が中心であっ

た集落営農も、米を取り込んで、協業体とし

てもより進化をとげた。集落営農の経営を発

展させるため、集落間の連携が進み、他部門

も兼営する動きが見られる。生産組織が農家

を補完した集団的自作農体制から集落営農

が農業生産主体として農家を包摂する集落

借地経営体制へと進んでいる。集落営農が農

業生産の主体となる地域が広がりを見せて

いる。 

岐阜県の水稲は、低反収で零細経営が多く、

受託組織などに補完されて兼業稲作が広範

に継続されてきた。いわば限界地において限

界経営が大量に集積してきた。個別に農地を

集積する場合も農地の分散が経営にとって

マイナス要因として作用する。担い手農家に

農地が集積するには、多くの努力を要する地

域である。そのもとで個別経営への農地流動

化は停滞し、集落営農に農地が集積されてき

た。海津市では、集落の営農組合を出発点と

し、集落の領域を超えて旧村単位で 300ha の

規模にまで達ししている法人もある。集落の

地権者組織に支えられて、経営を展開してい

る。 

集落営農の従事者には地場労賃（ｖ）が充

当され、その控除後に地代、配当が分配され

る。高い生産力に支えられて、概して集落営

農の地代水準は相場に比べ高い傾向にある。

オペ型の場合は、労賃水準は地場労賃（Ｖ）

に近づく。ぐるみ型集落営農も緩やかにオペ

型に移行しつつある。 

 

(3) 戸別所得補償制度モデル対策の実施に



 

 

より集落営農数の増加率は高まった。なかで

もその加入要件である共同販売経理に取り

組む集落営農が特に増加した。概して新しく

設立された集落営農は規模が小さく、また集

積面積目標ももたず、法人化計画も策定して

いないものが多い。水田・畑作経営所得安定

対策の加入要件に満たない集落営農が多か

った山間地域などで、戸別所得補償制度モデ

ル対策への加入が契機となり多く設立され

ている。 

 前身組織を持たずに設立された集落営農

は、活動内容が共同販売経理のみに留まると

ころが多い。これに参画する個別経営の実体

もまだ残っている。しかし、この取り組みを

通じて、コスト削減が進み、集落単位で作業

受委託が行われるなど、生産・流通の効率化

が図られてきている。また、小規模農家でも

新たに特別栽培米に取り組むなど、米作りの

意欲が高まっている。さらに将来の集落農業

の担い手確保を念頭においた集約化の取り

組みが始まってきている。 

戸別所得補償制度モデル対策により設立

された集落営農は、経営体としては内実が未

熟であるが、これらが地域農業の担い手とし

て発展していく可能性を秘めている。 
 

(4) 集落営農の内実は、集落内での合意に基

づく、機械結合と土地結合である。個々の農

家の状況により、組織に参加するかどうか判

断されている。機械結合は物財費の抑制、土

地結合は機械の効率的・合理的利用を可能と

し、米・麦・大豆の労働時間を短縮し、生産

費を下げ、構成員に比較的高い配当を与える。

土地結合をベースとすれば、機械結合の効果

はより大きなものになる。それぞれの結合を

進めるのは、生産・経営の合理性を追求する

論理でもあり、地域保全・生活の論理でもあ

る。生産条件・交易条件の悪化により危機意

識が醸成され、集落での機械・土地の結合が

進められる。集落での生活の結合度の高さが、

機械・土地結合の高さにつながっていく。そ

して、それは機械・土地を越えた生活領域全

体へと結合が広がってきている。 

 
(5) 標準経営規模の上昇により、米･麦･大豆
作において機械結合が集落の領域を超える
ことが合理的な経営選択となり、集落を越え
た営農組織が形成されてきている。もって、
遊休地の解消を含め、農地の高度利用を実現
している。直接支払制度がこれを促進し、機
械結合部分での集落の領域を超えた法人化
が進行してきていることが明らかにされた。 
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